
当初提出  令和５年 ２月

第1回変更 令和６年 １月

当初策定　令和５年２月

栃木県都市防災総合推進等整備計画
（防災・安全）（重点計画）

栃木県
と ち ぎ け ん

、宇都宮市
う つ の み や し

、日光市
に っ こ う し

第１回変更　令和６年1月



　社会資本総合整備計画 防災・安全交付金             令和05年02月28日

計画の名称 栃木県都市防災総合推進等整備計画（防災・安全）（重点計画）

計画の期間   令和０５年度 ～   令和０７年度 (3年間) 重点配分対象の該当 〇

交付対象 栃木県,宇都宮市,日光市

計画の目標 宅地造成及び特定盛土等規制法（盛土規制法）に基づく基礎調査の実施による宅地造成等工事規制区域及び特定盛土等規制区域の指定等により、盛土等の崩落による災害を防止し、県民の安全・安心を確保する。

全体事業費（百万円） 合計（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）               2,097  Ａ               2,097  Ｂ                   0  Ｃ                   0  Ｄ                   0 効果促進事業費の割合Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）         0 ％

番号

計画の成果目標（定量的指標）

定量的指標の定義及び算定式

定量的指標の現況値及び目標値

当初現況値 中間目標値 最終目標値

R5 R7

   1 県内における盛土規制法に基づく規制区域の指定完了市町の割合

県内における盛土規制法に基づく規制区域の指定完了市町の割合 0% % 100%

規制区域の指定完了市町数　／　県内市町数

   2 安全対策が必要となる大規模盛土造成地に対する対策工事の実施率

安全対策が必要となる大規模盛土造成地に対する対策工事の実施率 0% % 100%

対策工事が完了した大規模盛土造成地数　／　令和４年度末における造成宅地防災区域内にある大規模盛土造成地数

   3 大規模盛土造成地の第二次スクリーニング実施箇所における土地所有者等の防災意識の向上率

大規模盛土造成地の第二次スクリーニング実施箇所における土地所有者等の防災意識の向上率 0% % 100%

安全性に関する調査結果の情報提供を行った箇所数　／　大規模盛土造成地第二次スクリーニング実施箇所数（令和５年度以降）

備考等 個別施設計画を含む － 国土強靱化を含む 〇 定住自立圏を含む － 連携中枢都市圏を含む － 流域水循環計画を含む － 地域再生計画を含む － 避難確保計画の策定 × 避難行動要支援者名簿の提供 〇

1 案件番号： 0000535510



A 基幹事業

基幹事業（大） 番号

事業 地域 交付 直接
事業者 種別１ 種別２

要素となる事業名 事業内容 市区町村名／ 事業実施期間（年度） 全体事業費 費用 個別施設計画

種別 種別 対象 間接 （事業箇所） （延長・面積等） 港湾・地区名 R05 R06 R07 R08 R09 （百万円） 便益比 策定状況

一体的に実施することにより期待される効果

備考

市街地整備事業 A13-001 都市防災 一般 栃木県 直接 栃木県 － － 都市防災総合推進事業 基礎調査 栃木県  ■  ■         183 －

A13-002 都市防災 一般 宇都宮市 直接 宇都宮市 － － 都市防災総合推進事業 基礎調査 宇都宮市  ■  ■          47 －

A13-003 宅地耐震 一般 宇都宮市 直接 宇都宮市 － － 宅地耐震化推進事業 滑動崩落防止工事、経過観察 宇都宮市  ■  ■  ■       1,853 －

A13-004 宅地耐震 一般 日光市 直接 日光市 － － 宅地耐震化推進事業 第二次スクリーニング 日光市  ■          14 －

 小計       2,097

合計       2,097

1 案件番号： 0000535510



交付金の執行状況

        （単位：百万円）

R05

配分額 (a)                     140

計画別流用増△減額 (b)                       0

交付額 (c=a+b)                     140

前年度からの繰越額 (d)                       0

支払済額 (e)                     123

翌年度繰越額 (f)                      17

うち未契約繰越額(g)                       0

不用額 (h = c+d-e-f)                       0

未契約繰越率+不用率 (i = (g+h)/(c+d))％                       0

未契約繰越率+不用率が10％を超えている場

合その理由

1 案件番号： 0000535510



（参考図面）
計画の名称 社会資本総合整備計画（栃木県都市防災総合推進事業等）（防災・安全）（重点計画）

計画の期間 令和5年度　～　令和7年度　（3年間）

市街地整備事業
(都市防災総合推進事業)

市街地整備事業
(宅地耐震化推進事業)

交付対象 栃木県、宇都宮市、日光市

事業主体 位置図

栃木県

基幹事業

宇都宮市

足利市
栃木市

佐野市

さくら市

真岡市

小山市

日光市

鹿沼市

那須塩原市

矢板市

大田原市

那須烏山市

下野市

上三川町
壬生町

野木町

市貝町

益子町

高根沢町

那珂川町

那須町

茂木町

塩谷町

芳賀町



（表紙）

当初提出  令和５年 ２月
第1回変更 令和６年 １月

上段：変更前［当初、第△回変更］（黒字）

都市防災事業計画

栃木県

第１回変更

令和５年１月



（様式１）整備方針等

整備方針等

【防災まちづくりの現状及び課題】

【整備方針】

（現状）
　本県では、宅地造成等規制法に基づき、足利市及び鹿沼市に宅地造成工事規制区域を指定し、宅地の安全対策に取り組んでいる。
　また、平成11年には、栃木県土砂等の埋立て等による土壌汚染及び災害の発生の防止に関する条例（土砂条例）を制定し、土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害発生の防止に取り組ん
でいる。

（課題）
　このような中、令和３年７月に静岡県熱海市で発生した土石流災害を受け、盛土等による災害から国民の生命・財産を守るため、宅地造成等規制法が法律名・目的も含めて抜本的に改正され、
宅地造成及び特定盛土等規制法（盛土規制法）が本年５月26日に施行されることとなった。
　このため、盛土規制法に基づく基礎調査（規制区域指定、既存盛土調査）を速やかに実施し、盛土等の崩落による災害から県民の生命・財産を守っていく必要がある。

　
　国の盛土規制法基礎調査要領等に基づき、県内市町や隣接県との連携を図りながら、基礎調査（規制区域指定、既存盛土調査）を実施する。



（様式２）計画事業一覧

都道府県名 市町村名 計画期間

県土整備部部 TEL

住宅課 FAX

企画支援担当 e-mail

【都市防災総合推進事業】

開始年度 終了年度 （参考）事業費 （参考）国費

計画事業一覧

栃木県 令和５年度    ～    令和6年度

担当部局名 担当者

（正）　市川　直紀

連絡先（副） 　　　　　０２８－６２３－２４８９

０２８－６２３－２４８４　　　　　　　　　　　　　（内線     　　　）

91.5

（副） 　　　　　kikaku-shien@pref.tochigi.lg.jp

事業区分
事業
主体

事業地区名
地区面積

（ha）

都市防災総合推進事業
における事業期間

１／２県内全域（宇都宮市を除く） 183 91.5

183

国費率
交付対象事業費（予定）額

合計

注）　補助事業費について百万円単位。

注）　該当のないメニューについては行を削除する等して、なるべく一枚に収まるよう作成してください。

注）　複合施設整備については、設計完了前に補助対象範囲を協議すること。

盛土による災害防止のための調査 栃木県 R5 R6599,124



（様式３）関連事業［都市防災上の課題解決に関連する事業］

開始年度 終了年度
事業規模（面積、延長、幅員等）

総事業費
（国費ベース）

事業期間
事業実施状況

重点密集
市街地の有無

街路事業

事業区分 事業主体 事業地区名

都市公園事業

市街地再開発事業

注）　地域防災計画、地震対策緊急事業五箇年計画等を参照し、関連部局と調整の上作成。

土地区画整理事業

その他（単独事業等）

効果促進事業

注）　総事業費について百万円単位。



（様式４）年度別事業計画１【参考】

令和元年度以前 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度以降 計

17.5 74 91.5

交付対象事業費（予定）額　［国費ベース］

県内全域
（宇都宮市除く）

１／２

事業区分 事業主体 事業地区名 整備内容
重点密集
市街地

国費率

災害危険度
判定調査

１／３

住民等まちづくり
活動支援

１／３

盛土による災害防止のための調査 栃木県

地区公共
施設等整備

事業計画 １／２

都市施設
（公園・緑地）

１／２
用地１／３

地区公共
１／２

用地１／３

防災まちづくり拠点
（直接）

※Ｒ２以降経過措置

１／２
用地１／３

防災まちづくり拠点
（間接）

※Ｒ２以降経過措置

補助１／２
全体１／３

地区緊急避難施設
（直接）

１／２
用地１／３

都市防災
不燃化促進

不燃化
促進調査

１／３

不燃化
促進

１／３

１／２

地区緊急避難施設
（間接）

補助１／２
全体１／３

１／２
（景観地区等

１／３）

［上段：当初（変更前）、下段：変更後］【百万円単位】

基礎調査

復興に向けた公共
施設等整備（防災）

１／２

木造老朽建築物除却事業

１／３

合計

復興
まちづくり

総合支援事業

復興まちづくり
計画策定支援

復興に向けた公共
施設等整備
（防災・避難）



（様式５）年度別事業計画【参考】

○補助額の内訳 ［上段：当初（変更前）、下段：変更後］【百万円単位】

事業地区名 整備内容 整備の内訳 国費率 令和元年度以前 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度以降 計

17.5 74 91.5

合計

栃木県 盛土規制法に基づく基礎調査

調査 1/2

1/3



（様式６）　現況図　等

面積 599,124 区域地区名 栃木県全域（宇都宮市を除く） 栃木県全域（宇都宮市を除く）

足利市

栃木市

佐野市

さくら市

真

小山市

日光市

鹿沼市

那須塩原市

矢板市

大田原市

那須烏山市

下野市

上三川町
壬生町

野木町

市貝町

益子町

高根沢町

那珂川

那須町

茂木

塩谷町

芳賀町

７７４



（表紙）

当初提出　　　令和５年　 ２月
第１回変更　　令和５年　 １月

上段：変更前［当初、第△回変更］（黒字）

都市防災事業計画

宇都宮市

令和５年１月

第１回変更



（様式１）整備方針等

整備方針等

【防災まちづくりの現状及び課題】

【整備方針】

（現状）
　本市では、昭和41年に栃木県が指定した宅地造成等規制区域を平成8年の権限移譲に伴い引き継ぎ，宅地の安全対策に取り組んでいる。（平成12年に区域の一部見直し）
　また、平成11年には、土砂条例を制定し、土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害発生の防止に取り組んでいる。
（課題）
　このような中、令和３年７月に静岡県熱海市で発生した土石流災害を受け、盛土等による災害から国民の生命・財産を守るため、宅地造成等規制法が法律名・目的も含めて抜本的に改正され、
宅地造成及び特定盛土等規制法（盛土規制法）が本年５月26日に施行された。
　このため、盛土規制法に基づく基礎調査（規制区域指定、既存盛土調査）を速やかに実施し、盛土等の崩落による災害から県民の生命・財産を守っていく必要がある。

　
　国の盛土規制法基礎調査要領等に基づき、県内市町や隣接県との連携を図りながら、基礎調査（規制区域指定、既存盛土調査）を実施する。



（様式２）計画事業一覧

都道府県名 市町村名 計画期間

都市整備部 TEL

都市計画課 FAX

盛土対策グループ e-mail

【都市防災総合推進事業】

開始年度 終了年度 （参考）事業費 （参考）国費

合計

注）　補助事業費について百万円単位。

注）　該当のないメニューについては行を削除する等して、なるべく一枚に収まるよう作成してください。

注）　複合施設整備については、設計完了前に補助対象範囲を協議すること。

盛土による災害防止のための調査 宇都宮市 R5 R641,685市内全域 46.1 21.4

46.1

国費率
交付対象事業費（予定）額

０２８－６３２－２９４７　　　　　　　　　　　　　　　　　　（内線２９４７）

21.4

（副） 　　　u1201@city.utsunomiya.tochigi.jp

事業区分
事業
主体

事業地区名
地区面積

（ha）

都市防災総合推進事業
における事業期間

１／２

計画事業一覧

栃木県 宇都宮市 令和５年度    ～    令和６年度

担当部局名 担当者

（正）　渡邊　龍也

連絡先（副）　星野　賢士郎 　　　　０２８－６３２－５４２１



（様式３）関連事業［都市防災上の課題解決に関連する事業］

開始年度 終了年度

効果促進事業

注）　総事業費について百万円単位。

注）　地域防災計画、地震対策緊急事業五箇年計画等を参照し、関連部局と調整の上作成。

土地区画整理事業

その他（単独事業等）

市街地再開発事業

事業区分 事業主体 事業地区名

都市公園事業

事業規模（面積、延長、幅員等）
総事業費

（国費ベース）

事業期間
事業実施状況

重点密集
市街地の有無

街路事業



（様式４）年度別事業計画１【参考】

令和元年度以前 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度以降 計

9.1 13.1 22.2

8.2 13.2 21.4

１／３

合計

復興
まちづくり

総合支援事業

復興まちづくり
計画策定支援

復興に向けた公共
施設等整備
（防災・避難）

１／２
（景観地区等

１／３）

［上段：当初（変更前）、下段：変更後］【百万円単位】

基礎調査

復興に向けた公共
施設等整備（防災）

１／２

木造老朽建築物除却事業 １／３

１／２

地区緊急避難施設
（間接）

補助１／２
全体１／３

都市防災
不燃化促進

不燃化
促進調査

１／３

不燃化
促進

防災まちづくり拠点
（間接）

※Ｒ２以降経過措置

補助１／２
全体１／３

地区緊急避難施設
（直接）

１／２
用地１／３

１／２
用地１／３

防災まちづくり拠点
（直接）

※Ｒ２以降経過措置

１／２
用地１／３

地区公共
施設等整備

事業計画 １／２

都市施設
（公園・緑地）

１／２
用地１／３

地区公共

１／３

住民等まちづくり
活動支援

１／３

盛土による災害防止のための調査 宇都宮市

交付対象事業費（予定）額　［国費ベース］

市内全域 １／２

事業区分 事業主体 事業地区名 整備内容
重点密集
市街地

国費率

災害危険度
判定調査



（様式５）年度別事業計画【参考】

○補助額の内訳 ［上段：当初（変更前）、下段：変更後］【百万円単位】

事業地区名 整備内容 整備の内訳 国費率 令和元年度以前 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度以降 計

9.1 13.1 22.2

8.2 13.2 21.4

9.1 13.1 22.2

8.2 13.2 21.4
合計

宇都宮市 盛土規制法に基づく基礎調査
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（様式６）　現況図　等

面積 41,685 区域地区名 宇都宮市全域 宇都宮市全域

宇都宮市


